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1　はじめに
1.1　研究背景

工場や倉庫などの用途で平屋の鋼構造建築物は国内外
問わず数多く使用されている。これらの構造物の主要架
構部には比較的薄い部材が使われるため，中高層建築物
に比べて軽量である。したがって，建築物の部材は風荷
重によって決定されることが多い。さらに，風力は地震
力に比べて継続時間が極端に長いため，柱梁溶接接合部
は風による疲労損傷を受けやすいと考えられる。これま
で，鋼構造建築物の風による疲労損傷については，高層
建築物に対して検討されているが，低層建築物の柱梁溶
接接合部については全く検討されていない。

本研究では，低層鋼構造建築物でよく用いられる梁間
ラーメン・桁行筋交い構造を対象とする。縮尺模型を用
いた風洞実験により得られた多点風圧係数時刻歴に基づ
き準静的条件下で平面フレーム解析を行い，部材応力度
の時刻歴を算出する。この応力度時刻歴を用いて各フ
レーム主要架構部材の累積疲労損傷値を算出し，その性
状を明らかにする。

1.2　対象建築物
図１に対象建築物の概要を示す。実スケールでスパン

S は12mとし，高さ H は4.5m，6.0m，7.5m，9.0mの４
種類とする。奥行き W は24mとし，いずれの場合もラー
メン間隔 L は６mとする。固定荷重と風荷重を日本建
築学会「建築物荷重指針・同解説1）」に基づき設定する。
柱脚はピンとし，各フレームに対して平面
フレーム解析を行い，部材に作用する応力

度を計算する。鋼材は降伏応力度σy＝245N/mm2の
SS400材とし，寸法はJIS規格の中から選定する。この
ようにして得られた部材寸法，および固定荷重と風荷重
を作用させたときのフレーム内の最大縁応力度σの短期
引張許容応力度 f aに対する割合を図１中の表に示す。

2　研究方法
2.1　風洞実験概要

実験気流は荷重指針1）の地表面粗度区分Ⅲに概ね相当
する境界層乱流である。図２に対象建物の展開図を示す。
Line 1からLine 5はフレームの位置を表し，B，Cは柱
梁接合部を，A，Dは軒高毎の柱脚位置を表す。実験模
型は幾何学的縮尺率λL＝1/100で作製する。基準風速を
35m/s，地表面粗度区分をⅢと仮定し，再現期間50年の
設計風速は UH＝26.8m/sとなる。風洞実験における模
型屋根高さの風速は約８m/sであり，風速の縮尺率はλ

V＝0.3となる。風圧測定のサンプリング周波数は500Hz
とし，21秒間（実スケールで10分間相当）の測定を10
回行う。風圧や計算される部材応力度等の統計量は10
回の測定・計算結果のアンサンブル平均で評価する。風
向は０°から15°ピッチで180°まで変化させる。内圧係数
は Cpi＝０と仮定し，測定した風圧は屋根頂部高さでの
接近流の速度圧 q Hで基準化し風力係数として表す。

2.2　応力度時刻歴の算定
風洞実験で得られた外圧係数の時刻歴データを C f,j

（ t）とする（ j は測定点番号）。ある時点での風力を各
節点に作用させたときの荷重効果R（軸力 N，せん断力

Q，曲げモーメント M 等）は
式（1）で表される。

R＝qH

n
Σ
j＝1

αj Cf, j Aj ………（1）

ここに，n は対象フレーム上
の全圧力測定点数，αj は節点
j に単位荷重を加えたときの
応答値（影響係数），Aj は節

鋼構造L型柱梁溶接接合部の
高サイクル疲労性状の解明

佐藤　公亮
東北大学大学院工学研究科

図１　対象建築物条件 図２　対象建築物の展開図
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点 j の荷重負担面積を表す。
固定荷重を等分布荷重とし
て作用させた上で風力の時
刻 歴 を 作 用 さ せ て 平 面 フ
レーム解析を行い，部材に
作用する縁応力度の時刻歴
を算出する。ここで，部材
の曲げモーメントはH形鋼
のフランジのみに作用する
ものとした。図３に H ＝9.0mの場合の線形平面フレー
ム解析に使用する有限要素モデルを示す。

2.3　累積疲労損傷値の算定
応力度の時刻歴に対してレインフロー法を用い，疲労

損傷評価するための各応力サイクルの振幅σa，平均値
σmを算定する。風荷重の場合，応力度は平均値成分を
有するので，式（2）に示すSoderbergの式を用いてそ
の影響を考慮した両振り応力振幅σwに置換する。
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 …………………………………（2）

次に，修正マイナー則に基づき累積疲労損傷値 D を算
定する。なお，疲労曲線の傾き m と継手係数 C 0は，「鋼
構造物の疲労設計指針2）」に示されるG等級（溶接接合
部）およびB等級（H形鋼）の値を準用する。

3　主な研究成果
3.1　対象建築物における疲労性状

図４に H ＝6.0mの場合について，各風向でのフレーム
内における10分間の累積疲労損傷値 D の値を示す。ま
た，図５に高さ H が6.0mと7.5mの場合について，風上
側柱梁接合部における10分間の損傷値 D の風向による
変化を示す。いずれのフレームにおいても，柱梁接合部
は風向に関わらず常に累積疲労損傷値の最大値を示した
節点であった。また，損傷値 D は，風向に関わらず，風
上から２番目に位置するLine 2において高い値を示す。

本検討で得られた応力度の最大は240N/mm2であり，
SS400の降伏応力度σy＝245N/mm2を下回っていた。
したがって，高サイクル疲労の範囲として扱うことが可
能であると考えられる。また，各点における累積疲労損
傷値 D のオーダーは10－7～10－4であった。供用期間を

50年とし，強風の発生要因が台風による
ものと仮定すれば，再現期間50年の風速
は供用期間中に１，２回，数時間の間経験
する程度の風速である。したがって，累
積疲労値は１よりも十分に小さいことか
ら供用期間中の疲労破壊の可能性は低い
と考えられる。

しかし，実際には供用期間中においても再現期間
100，200年の風速が吹く可能性は決して低くないため，
塑性域を含む疲労損傷を起こすことが考えられる。ま
た，本検討での再現期間50年の風速に対しても，発生
する応力度は降伏応力度近傍まで高い値となることか
ら，とくに許容応力度設計に余裕のない場合に，塑性を
ともなう低サイクル疲労についても視野に入れた検討が
必要である。

4　おわりに
風洞実験と平面フレーム解析に基づき，低層鋼構造建

築物の主要架構部の疲労性状について以下の知見を得た。
・対象建築物において累積疲労損傷値がもっとも大きい

箇所は，建物端部から比較的近い位置におけるフレー
ムの柱梁接合部である。

・最大応力度を考慮すると，実際の現象においては塑性
をともなう低サイクル疲労となる可能性がある。また，
再現期間50年の風速を超える強風を受ける可能性も決
して低くはない。このような状況を想定したときの疲
労破壊の危険性についてさらなる検討が必要である。
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図３　有限要素モデル（H＝9.0m）

図４　フレーム内の損傷値Dの値（H＝6.0m）

図５　風向・累積疲労損傷値関係（節点B）


